
 

 

 

Ⅰ 特定健康診査の状況 

１ 年度別特定健康診査実施率 

全国の 2019年度特定健康診査実施率は 55.6％であり、2018年度の 54.7％より 0.9ポイント高くなっ

ている。 

また、本県の 2019年度特定健康診査実施率は、54.2％であり、2018年度の 53.4％より 0.8ポイント

高くなっているが、全国よりも 1.4ポイント低い。 

 

（1）特定健康診査実施率（全国） 

〈表Ⅰ－１－１〉特定健康診査実施率（全国） 

 

〈図Ⅰ－１－１〉特定健康診査実施率（全国） 

（2）特定健康診査実施率（栃木県） 

〈表Ⅰ－１－２〉特定健康診査実施率（栃木県）     

 

〈図Ⅰ－１－２〉特定健康診査実施率（栃木県） 

 

 

〈図Ⅰ－１－３〉年度別 特定健康診査実施率（全国・栃木県）  

5,396 5,360 5,388 5,372 5,380

2,706 2,756 2,859 2,940 2,994

50.1% 51.4% 53.1% 54.7% 55.6%

0%

20%

40%

60%

80%

0

2,000

4,000

6,000

2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度

万人 対象者数 受診者数 全国

86.1 85.5 86.0 85.8 86.3 

41.4 42.4 44.2 45.8 46.8 

48.1% 49.6% 51.4% 53.4% 54.2%

0%

20%

40%

60%

80%

0

20

40

60

80

100

2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度

万人 対象者数 受診者数 栃木県

50.1% 51.4% 53.1%
54.7% 55.6%

48.1% 49.6%
51.4%

53.4% 54.2%

30%

35%

40%

45%

50%

55%

60%

2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度
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 対象者数 受診者数 
特定健康診

査実施率(%) 

2019年度 53,798,756 29,935,810 55.6 

2018年度 53,723,213  29,396,195  54.7  

2017年度 53,876,463 28,587,618 53.1 

2016年度 53,597,034 27,559,428 51.4 

2015年度 53,960,721 27,058,105 50.1 

 対象者数 受診者数 
特定健康診

査実施率(%) 

2019年度 862,587 467,585 54.2 

2018年度 857,682  457,846  53.4  

2017年度 859,588 442,071 51.4 

2016年度 855,306 424,164 49.6 

2015年度 861,134 413,788 48.1 

0221147
テキストボックス
参考資料１



 

 

Ⅱ 特定保健指導の状況 

１ 年度別特定保健指導実施率 

2019年度に特定保健指導の対象となった者の割合は、全国で 17.4％、本県は全国よりも 0.1ポイン

ト高い 17.5％であった。本県の特定保健指導対象者のうち特定保健指導を終了した者の割合は、27.2％

で、全国の 23.2％を 4.0ポイント上回った。 

 

（1）特定保健指導実施率（全国） 

〈表Ⅱ－１－１〉特定保健指導実施率（全国） 

 

                          〈図Ⅱ－１－１〉特定保健指導実施率（全国） 

（2）特定保健指導実施率（栃木県） 

〈表Ⅱ－１－２〉特定保健指導実施率（栃木県） 

 

                           〈図Ⅱ－１－２〉特定保健指導実施率（栃木県） 

 

〈図Ⅱ－１－３〉年度別特定保健指導実施率（全国・栃木県） 
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保健指導
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2019年度 29,935,810 5,200,519 17.4 1,205,961 23.2 

2018年度 29,396,195  5,094,255  17.3  1,183,786  23.2  

2017年度 28,587,618 4,918,135 17.2 959,129 19.5 

2016年度 27,559,428 4,690,793 17.0 881,183 18.8 

2015年度 27,058,105 4,530,158 16.7 792,655 17.5 
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(割合) 

(%) 

B/A 

保健指導
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率(%) 
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2019年度 467,585 81,835 17.5 22,239 27.2 

2018年度 457,846  79,866  17.4  20,989  26.3  

2017年度 442,071 76,409 17.3 17,158 22.5 

2016年度 424,164 72,596 17.1 15,905 21.9 

2015年度 413,788 69,834 16.9 13,284 19.0 
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栃木県 

 

～かかりつけ医の皆様へお願い～ 

栃木県糖尿病重症化予防プログラム（保健指導）に御協力ください 

 

栃木県の糖尿病患者数は５万５千人（平成 29 年患者調査）と推計されており、全国と比較し

て多く、増加傾向にあります。また、糖尿病合併症の１つで、患者のＱＯＬや医療費の増大に大き

く関係する透析患者数も増加しており、その対策が重要となっています。 

 

そこで、糖尿病重症化予防を目的に、栃木県医師会、栃木県保険者協議会、栃木県の３者が協働

し、平成 28 年に「栃木県糖尿病等重症化予防プログラム」を策定いたしました。 

 

本プログラムに基づき、県内保険者の保健師や管理栄養士等は、かかりつけ医 

と連携しながら、糖尿病患者に対し、食事や運動などの保健指導を行います。 

 

貴院の患者さんに対して、保険者が実施する本プログラム（保健指導）への 

参加のお誘いや、保健指導のための保健指導指示書の作成に御協力をお願いいたします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

保健指導の基本的な流れ 

栃木県からかかりつけ医の皆様へ 

参加同意が得られた保健指導対象者の「保健指導指示書」の作成 

及び保険者への御提出をお願いいたします。 

受理後、保健指導指示書に基づき、保険者の保健師、管理栄養士等が、 

食事や運動指導を実施します。（実施期間は約６か月間です。） 

必要に応じ、保健指導の実施経過を御報告します。 

終了後、保健指導の実施結果をかかりつけ医に御報告します。 

※保険者から指示書作成

料（2,500 円/件）を

お支払いいたします。 

 
ごはんの量は 

このくらいが

目安です 

かかりつけ医が 

対象者を抽出する場合 

保険者が 

対象者を抽出する場合 

保険者へ御連絡ください 患者さんや保険者から 

かかりつけ医に連絡があります 
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栃木県保健福祉部健康増進課 

TEL028-623-3095／FAX028-623-3920 

 

県内の各保険者※または栃木県保健福祉部健康増進課へ御連絡ください。 

※国民健康保険、協会けんぽ、健康保険組合、共済組合、後期高齢者医療広域連合等 

 

※栃木県保険者協議会ホームページに、本プログラムに取り組む保険者の 

連絡先や保健指導指示書等の各種様式を掲載しています。 

 ※保険者によっては本プログラムに取り組んでおらず、対応できない場合があります。 

お問合せ先 

 

【かかりつけ医が抽出する場合】 

糖尿病治療中に尿アルブミン、尿蛋白、eGFR 等により腎機能低下が 

判明し、保健指導が必要と医師が判断した者 

〈例〉 

・生活習慣改善が困難な者 

・治療を中断しがちな者 

・自施設に管理栄養士等が配置されておらず、実践的な指導が困難な場合 

・専門病院との連携が困難な場合 等 

 

（参考）糖尿病性腎症病期分類 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【保険者が抽出する場合】 

健診データやレセプトデータから、保健指導が必要であると保険者が 

判断した者 

保健指導対象者 

出典：日本糖尿病学会編・著 糖尿病治療ガイド 2020-2021 



～糖尿病で通院中のあなたへ～ 

保健師や管理栄養士による生活習慣改善のサポートを受けてみませんか？ 

 

糖尿病は、初期段階では自覚症状が現れない場合が多く、気づいたときには糖尿病に伴う腎症や

網膜症などの合併症を発症して、人工透析や失明などで日常生活に影響が出る恐れがあります。 

これらの状態を防ぐためには、適切な治療だけでなく、生活習慣の改善がとても重要です。 

 

そのため、国民健康保険や健康保険組合等の保険者は、皆様の糖尿病が重症化しないよう、かか

りつけ医と連携した生活習慣改善のサポート（保健指導）を行っています。 

 

保険者の保健師や管理栄養士等が、あなたに合った食事や運動のアドバイスを 

行います。この機会にぜひ受けてみませんか？ 

 

 

 

 

 

まずは面談で、お一人おひとりに合わせた 

計画を一緒に考え、その後、電話やメール、 

面談等によりサポートいたします。 

 

 

参加を希望する方は、参加の同意書と、かかりつけ医に記入していただく書類を、サポート 

（保健指導）開始までに提出していただきます。 

その際、医療機関によっては文書作成料が必要な場合があります。 

また、加入している健康保険の種別によっては自己負担が生じる場合があります。 

基本サポート（保健指導）期間：約６か月間 

利用料金：原則無料 

 

健康保険証を発行している保険者※ 

※国民健康保険、協会けんぽ、健康保険組合、共済組合、後期高齢者医療広域連合等 

※各保険者の連絡先は、ここから御確認ください。（栃木県保険者協議会ホームページ）↑ 

または栃木県健康増進課（028-623-3095）へ御連絡ください 

 

お問合せ先 

 

栃木県保険者協議会ホームページに掲載の健康保険に加入されている方 

腎臓の機能が低下しはじめている方 

対象者 

栃木県 

かかりつけ医から患者様へ 

 
ごはんの量は 

このくらいが

目安です 
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１．調査時期   　： 　医療政策課

２．提出率

３．結果概要
(1)　県全体 　(注) 栃木県地域医療構想において推計された2025年における必要病床数とは別に各医療機関が2025年に見込まれる病床数を報告したもの。

(注)
高度急性期 急性期 回復期 慢性期 休棟 計 高度急性期 急性期 回復期 慢性期 休棟 介護移行 計 高度急性期 急性期 回復期 慢性期 休棟 介護移行 計

3,114 7,782 1,725 4,147 374 17,142 3,073 7,777 2,359 3,972 194 244 17,619 ▲ 41 ▲ 5 634 ▲ 175 ▲ 180 244 477

18.2% 45.4% 10.1% 24.2% 2.2% - 17.4% 44.1% 13.4% 22.5% 1.1% 1.4% - -0.7% -1.3% 3.3% -1.6% -1.1% 1.4% -

うち 3,114 6,931 1,485 3,959 216 15,705 3,073 6,960 2,117 3,781 50 190 16,171 ▲ 41 29 632 ▲ 178 ▲ 166 190 466

病院 19.8% 44.1% 9.5% 25.2% 1.4% - 19.0% 43.0% 13.1% 23.4% 0.3% 1.2% - -0.8% -1.1% 3.6% -1.8% -1.1% 1.2% -

うち 0 851 240 188 158 1,437 0 817 242 191 144 54 1,448 0 ▲ 34 2 3 ▲ 14 54 11

診療所 0.0% 59.2% 16.7% 13.1% 11.0% - 0.0% 56.4% 16.7% 13.2% 9.9% 3.7% - 0.0% -2.8% 0.0% 0.1% -1.1% 3.7% -

(2)　二次保健医療圏

(注)
高度急性期 急性期 回復期 慢性期 休棟 計 高度急性期 急性期 回復期 慢性期 休棟 介護移行 計 高度急性期 急性期 回復期 慢性期 休棟 介護移行 計

424 1,430 321 815 14 3,004 424 1,326 491 669 88 2,998 0 ▲ 104 170 ▲ 146 ▲ 14 88 ▲ 6

14.1% 47.6% 10.7% 27.1% 0.5% - 14.1% 44.2% 16.4% 22.3% 0.0% 2.9% - 0.0% -3.4% 5.7% -4.8% -0.5% 2.9% -

139 826 102 408 38 1,513 139 807 106 388 19 54 1,513 0 ▲ 19 4 ▲ 20 ▲ 19 54 0

9.2% 54.6% 6.7% 27.0% 2.5% - 9.2% 53.3% 7.0% 25.6% 1.3% 3.6% - 0.0% -1.3% 0.3% -1.3% -1.3% 3.6% -

499 2,084 486 1,399 115 4,583 503 2,182 776 1,287 47 102 4,897 4 98 290 ▲ 112 ▲ 68 102 314

10.9% 45.5% 10.6% 30.5% 2.5% - 10.3% 44.6% 15.8% 26.3% 1.0% 2.1% - -0.6% -0.9% 5.2% -4.2% -1.5% 2.1% -

47 491 59 166 44 807 47 503 78 206 47 881 0 12 19 40 3 0 74

5.8% 60.8% 7.3% 20.6% 5.5% - 5.3% 57.1% 8.9% 23.4% 5.3% 0.0% - -0.5% -3.7% 1.5% 2.8% -0.1% 0.0% -

1,964 1,638 517 644 43 4,806 1,919 1,656 641 663 27 4,906 ▲ 45 18 124 19 ▲ 16 0 100

40.9% 34.1% 10.8% 13.4% 0.9% - 39.1% 33.8% 13.1% 13.5% 0.6% 0.0% - -1.8% -0.3% 2.3% 0.1% -0.3% 0.0% -

41 1,313 240 715 120 2,429 41 1,303 267 759 54 0 2,424 0 ▲ 10 27 44 ▲ 66 0 ▲ 5

1.7% 54.1% 9.9% 29.4% 4.9% - 1.7% 53.8% 11.0% 31.3% 2.2% 0.0% - 0.0% -0.3% 1.1% 1.9% -2.7% 0.0% -

3,114 7,782 1,725 4,147 374 17,142 3,073 7,777 2,359 3,972 194 244 17,619 ▲ 41 ▲ 5 634 ▲ 175 ▲ 180 244 477

18.2% 45.4% 10.1% 24.2% 2.2% - 17.4% 44.1% 13.4% 22.5% 1.1% 1.4% - -0.7% -1.3% 3.3% -1.6% -1.1% 1.4% -

●医療機関別の結果については、栃木県ホームページに掲載します。

100.0%

2025 年

2025 年

(86/86)

(100/100)

令和2（2020）年度病床機能報告 集計結果の概要（速報版）

 □病床機能報告とは
　１　地域における病床機能の分化・連携の推進のため、一般病床又は療養病床を有
　　する病院又は診療所が、
　　①その有する一般病床・療養病床において担っている医療機能の現状と今後の
　　　方向性を選択し、
　　②病棟単位で構造設備、人員配置等に関する項目及び具体的な医療の内容に関
　　　する項目を都道府県に報告するもの。
　２　都道府県知事は、報告された事項を公表しなければならない。

区分 医療機能・構造設備/人員配置 具体的な医療の内容

病院＋診療所
100.0%

(186/186)

診療所
100.0%

病院

令和2（2020）年10月 令和3(2021)年8月

（未実施）

（未実施）

（未実施）

区分

区分

2025年－2020年

2025年－2020年

(報告病床数)

(報告病床数)

全体

2020 年

2020 年

県北

県西

宇都宮

県東

県南

両毛

計
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４．2025年における必要病床数との比較
(1) 2020年－2025年における必要病床数

※

高度急性期 急性期 回復期 慢性期 休棟 計 高度急性期 急性期 回復期 慢性期 休棟等 計 高度急性期 急性期 回復期 慢性期 休棟等 計
県北 424 1,430 321 815 14 3,004 232 830 922 501 0 2,485 192 600 ▲ 601 314 14 519
県西 139 826 102 408 38 1,513 105 459 358 272 0 1,194 34 367 ▲ 256 136 38 319
宇都宮 499 2,084 486 1,399 115 4,583 437 1,457 1,363 1,167 0 4,424 62 627 ▲ 877 232 115 159
県東 47 491 59 166 44 807 61 271 200 154 0 686 ▲ 14 220 ▲ 141 12 44 121
県南 1,964 1,638 517 644 43 4,806 687 1,735 1,762 573 0 4,757 1,277 ▲ 97 ▲ 1,245 71 43 49
両毛 41 1,313 240 715 120 2,429 206 633 574 499 0 1,912 ▲ 165 680 ▲ 334 216 120 517
計 3,114 7,782 1,725 4,147 374 17,142 1,728 5,385 5,179 3,166 0 15,458 1,386 2,397 ▲ 3,454 981 374 1,684

※栃木県地域医療構想において推計された将来の病床数の必要量

(2) 2025年報告病床数－2025年における必要病床数
※

高度急性期 急性期 回復期 慢性期 休棟等 計 高度急性期 急性期 回復期 慢性期 休棟等 計 高度急性期 急性期 回復期 慢性期 休棟等 計
県北 424 1,326 491 669 88 2,998 232 830 922 501 0 2,485 192 496 ▲ 431 168 88 513
県西 139 807 106 388 73 1,513 105 459 358 272 0 1,194 34 348 ▲ 252 116 73 319
宇都宮 503 2,182 776 1,287 149 4,897 437 1,457 1,363 1,167 0 4,424 66 725 ▲ 587 120 149 473
県東 47 503 78 206 47 881 61 271 200 154 0 686 ▲ 14 232 ▲ 122 52 47 195
県南 1,919 1,656 641 663 27 4,906 687 1,735 1,762 573 0 4,757 1,232 ▲ 79 ▲ 1,121 90 27 149
両毛 41 1,303 267 759 54 2,424 206 633 574 499 0 1,912 ▲ 165 670 ▲ 307 260 54 512
計 3,073 7,777 2,359 3,972 438 17,619 1,728 5,385 5,179 3,166 0 15,458 1,345 2,392 ▲ 2,820 806 438 2,161

５．前年度比較

(1)　県全体

高度急性期 急性期 回復期 慢性期 休棟等 計 高度急性期 急性期 回復期 慢性期 休棟等 計 高度急性期 急性期 回復期 慢性期 休棟等 計
全体 2,941 7,954 1,705 4,369 472 17,441 3,114 7,782 1,725 4,147 374 17,142 173 ▲ 172 20 ▲ 222 ▲ 98 ▲ 299

16.9% 45.6% 9.8% 25.1% 2.7% - 18.2% 45.4% 10.1% 24.2% 2.2% - 1.3% -0.2% 0.3% -0.9% -0.5% -
うち 2,941 6,999 1,515 4,219 295 15,969 3,114 6,931 1,485 3,959 216 15,705 173 ▲ 68 ▲ 30 ▲ 260 ▲ 79 ▲ 264
病院 18.4% 43.8% 9.5% 26.4% 1.8% - 19.8% 44.1% 9.5% 25.2% 1.4% - 1.4% 0.3% 0.0% -1.2% -0.5% -
うち 0 955 190 150 177 1,472 0 851 240 188 158 1,437 0 ▲ 104 50 38 ▲ 19 ▲ 35
診療所 0.0% 64.9% 12.9% 10.2% 12.0% - 0.0% 59.2% 16.7% 13.1% 11.0% - 0.0% -5.7% 3.8% 2.9% -1.0% -

(2)　二次保健医療圏

高度急性期 急性期 回復期 慢性期 休棟等 計 高度急性期 急性期 回復期 慢性期 休棟等 計 高度急性期 急性期 回復期 慢性期 休棟等 計
県北 424 1,461 283 815 36 3,019 424 1,430 321 815 14 3,004 0 ▲ 31 38 0 ▲ 22 ▲ 15

14.0% 48.4% 9.4% 27.0% 1.2% - 14.1% 47.6% 10.7% 27.1% 0.5% - 0.1% -0.8% 1.3% 0.1% -0.7% -
県西 47 916 102 410 38 1,513 139 826 102 408 38 1,513 92 ▲ 90 0 ▲ 2 0 0

3.1% 60.5% 6.7% 27.1% 2.5% - 9.2% 54.6% 6.7% 27.0% 2.5% - 6.1% -5.9% 0.0% -0.1% 0.0% -
宇都宮 495 2,098 486 1,639 105 4,823 499 2,084 486 1,399 115 4,583 4 ▲ 14 0 ▲ 240 10 ▲ 240

10.3% 43.5% 10.1% 34.0% 2.2% - 10.9% 45.5% 10.6% 30.5% 2.5% - 0.6% 2.0% 0.5% -3.5% 0.3% -
県東 47 529 59 187 44 866 47 491 59 166 44 807 0 ▲ 38 0 ▲ 21 0 ▲ 59

5.4% 61.1% 6.8% 21.6% 5.1% - 5.8% 60.8% 7.3% 20.6% 5.5% - 0.4% -0.2% 0.5% -1.0% 0.4% -
県南 1,887 1,659 541 625 94 4,806 1,964 1,638 517 644 43 4,806 77 ▲ 21 ▲ 24 19 ▲ 51 0

39.3% 34.5% 11.3% 13.0% 2.0% - 40.9% 34.1% 10.8% 13.4% 0.9% - 1.6% -0.4% -0.5% 0.4% -1.1% -
両毛 41 1,291 234 693 155 2,414 41 1,313 240 715 120 2,429 0 22 6 22 ▲ 35 15

1.7% 53.5% 9.7% 28.7% 6.4% - 1.7% 54.1% 9.9% 29.4% 4.9% - 0.0% 0.6% 0.2% 0.7% -1.5% -
計 2,941 7,954 1,705 4,369 472 17,441 3,114 7,782 1,725 4,147 374 17,142 173 ▲ 172 20 ▲ 222 ▲ 98 ▲ 299

16.9% 45.6% 9.8% 25.1% 2.7% - 18.2% 45.4% 10.1% 24.2% 2.2% - 1.3% -0.2% 0.3% -0.9% -0.5% -

2025年（報告病床数）年－2025年における必要病床数2025年（報告病床数） 2025年における必要病床数

2025年における必要病床数2020 年

2019 年

2020 年

2020 年 2020年－2019年

2020年－2019年

2020年－2025年における必要病床数

2019 年



(参考)　2020年vs2025年　(報告病床数)　県全体

 ☆高度急性期

 ☆急性期

 ☆回復期

 ☆慢性期

(参考)　2020年vs2025年　(報告病床数)　二次保健医療圏

急性期の患者に対し、状態の早期安定化に向けて、診療密度が特に高い医療を提供する機能

特に、急性期を経過した脳血管疾患や大腿骨頚部骨折等の患者に対し、ADLの向上や在宅復帰を目的
としたリハビリテーションを集中的に提供する機能（回復期リハビリテーション機能）

長期にわたり療養が必要な患者を入院させる機能 

長期にわたり療養が必要な重度の障害者（重度の意識障害者を含む）、筋ジストロフィー患者又 は
難病患者等を入院させる機能

急性期の患者に対し、状態の早期安定化に向けて、医療を提供する機能


急性期を経過した患者への在宅復帰に向けた医療やリハビリテーションを提供する機能
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最近の薬機法違反事例について

2



薬機法違反事例の概要
○小林化工（株）における睡眠導入剤混入事案
・令和２年12月、小林化工（株）が製造販売する後発医薬品（抗真菌剤）に、睡眠誘導剤が混入さ
れており、245人から健康被害の報告。

・上記以外にも、承認内容と異なる医薬品の製造、二重帳簿の作成や品質試験結果のねつ造等、
関係法令違反事項が長年にわたりおこなわれていた。

○日医工（株）における行政処分事案
・令和２年２月、日医工（株）富山第一工場に無通告査察を実施したところ、承認内容と異なる医薬
品の製造、不適切な手順に基づき品質試験を実施していた事実が発覚した。

・日医工（株）自社製販品75品目、他社製販５品目の医薬品を自主回収した。

○長生堂製薬（株）における行政処分事案
・令和３年５月、徳島県による一斉立入検査により、承認内容と異なる医薬品の製造、安定性モニ
タリングにおける規格不適合と知りながら、必要な措置を講じていなかった事実が発覚した。

・長生堂製薬（株）自社製造品目294品目のうち233品目に不備が認められた。
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後発医薬品の品質確保に関する今後の取り組みについて
対応方針 具体的対応

（１）
製造業関係

A.製造業者における管理の徹底
（直接の原因への対応）

・ 2月9日通知により原薬管理の徹底を指導
・ 4月28日のGMP省令改正により、安定性モニタリングの実施や
記録の信頼性確保等を明記

B.製造業者における品質管理に係る人員体制
の確保

・ 製造所への立入調査時に、製造規模に応じた品質管理体制が
確保されているか確認

C.製造業者及び製造販売業者における品質に
対する企業経営層の責任の明確化

・ 改正薬機法により法令遵守体制（責任役員の設置及びその権
限・責任の明確化等）の整備義務づけ（２）

製造販売業
関係 D.製造所に対する製造販売業者の管理監督の

徹底
・ 業者間の委受託の適正化による製造販売業者の責任の明確
化（GQP制度の運用改善）を実施

E.製造販売業者における製造業者等に関する
情報の公開

・ 企業ウェブサイトや医療機関向け資材等で公開

（３）
行政関係

F.都道府県による立入検査の実施強化 ・ 2月9日通知により無通告立入検査の回数増加を依頼

G.都道府県の検査手法等の向上 ・ 無通告立入検査マニュアルの作成・周知
・ 各種研修や模擬査察などの教育機会の充実
・ PMDAとの合同立入検査回数の増加

H.行政による製品試験結果と連携した調査の
実施

・ 「後発医薬品品質確保対策事業」等による製品試験結果を踏ま
えた立入検査を実施

I.行政処分の厳格化 ・ 行政処分基準の改正
4



栃木県における取り組みについて
○立入検査の強化
・無通告による立入検査
・各種研修や模擬査察などによる査察員の資質向上
○後発医薬品の検査
・後発医薬品製造業者及び医薬品卸売業者から後発医薬品を収去し検査
機関にて試験を実施
○医療機関へのアンケート調査の実施
・県内医療機関（約1,000施設）に対して使用促進に向けたアンケート調査
を実施
○県民への啓発
・後発医薬品の安心使用を促進するための啓発動画を活用した劇場広告
や新聞広告等による啓発活動を実施
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